

平成５年版 大阪経済白書 の概要

─新たな企業理念の構築に向けて─


　　「大阪経済白書」は、大阪の経済構造・産業活動や労働分野における中長期的な課題を明らかにするとともに、大阪経済の前年の景気動向や府内の労働情勢を把握し、企業経営における方針の作成や地域の産業･労働政策の検討に資することを目的に作成しております。以下は平成５年版の概要です。



【要約】 

第１部　平成４年の大阪経済

◆景気は調整過程
・　大阪経済は平成３年央をピークとして減速に転じ、４年は年間を通じて調整過程をたどった。
　公共投資は堅調に推移し、住宅建設も年央より増加に転じ、輸出は円高下で概ね強含みに推移した。しかし、個人消費と民間設備投資が引き続き減少傾向で推移したため、生産活動は低調で、在庫調整も遅れた。
　こうした中で、企業経営者の業況判断は弱気となり、企業業績も悪化した。
・　このため、政府では財政面、金融面から景気浮揚対策を実施し、大阪府でも、単独建設事業の追加、公共用地の先行取得、緊急経営対策特別融資の創設など、中小企業対策を中心とする「緊急経済対策」を実施した。
・　需要項目別の動きについて、個人消費を大型小売店販売額からみると、百貨店は当初より、スーパーは年央より、いずれも前年同期を下回り、高額品から生活必需品に至るまで販売不振が広がった。
　民間設備投資は、生産設備の稼働率低下、在庫調整の遅れ、企業収益の悪化から計画の延期や中止がみられ、全体として低調に推移した。
　公共投資は、関西国際空港関連など大型プロジェクトに支えられて堅調を持続し、住宅投資も新設住宅着工戸数の回復により増加に転じた。
　貿易では、円高下にあっても、輸出は基調的に強含みであったが、輸入は国内景気の低迷を受けて、弱含みで推移した。
・　このような動きを反映して、生産・出荷は低迷し、在庫は最終需要財を中心に積み上がりがみられた。
　雇用情勢は、有効求人倍率が４年３月以降１倍を割り、製造業や中高年労働力を中心に労働力需給の緩和がみられた。
　また、企業倒産は件数、負債額とも増加し、年央以降は不動産関連の倒産に代わって、業績低迷などによるいわゆる不況型倒産が目立った。
◆中小企業の景況
・　府内の中小企業経営者の業況判断や売上高等は、平成３年後半から下降し、４年も低い水準で推移した。
・　業種別にみると、消費関連業種は、繊維衣服関連や雑貨を始め個人消費の落ち込みの影響を受けて振るわず、建設関連業種では、公共工事向けの合板など一部の業種で需給バランスがやや回復したものの、全体としては低迷した。設備投資関連業種では、自動車や電気機械などでの設備投資の落ち込みから停滞した。
　他方、輸出関連業種では、年央からの円高傾向の中で、人造真珠硝子細貨などに伸び悩みがみられた。


第２部　新たな企業理念の構築に向けて

　近年、企業を取り巻く社会･経済環境は、心の豊かさやゆとりのある生活への人々の希求、環境と調和した経済社会の構築、経済のグローバル化に伴う国際社会からのニーズの高まりなど、大きく変化してきている。
　大阪の産業は、景気低迷を克服し、新たな成長を実現するために、このような変化を先取りし、「長い眼でみた企業利益」の達成を図るという観点から企業活動を推進することが重要となっている。
◆時代の変化と企業活動
・　以上のような企業を取り巻く社会・経済環境の変化から、企業では成長至上主義への反省がみられる。
　企業活動面では、生活者の視点を取り込み、様々なニーズに対応する企業の動きがみられる。
・　米国では、「啓発された自己利益」の認識が広く浸透しており、自発的な活動を支えるシステムが発展していることもあって、企業市民としての活動が盛んである。
・　海外に進出した企業は、現地の要請に基づいて地域社会への活動を活発に行っており、それが国内での活動にも影響を与えている。
・　国内でも、企業市民としての活動が新しい企業と社会の関係を築き、企業を取り巻く社会環境の向上を通じて、企業活動の活性化にもつながるという認識が広がりつつある。
・　大阪企業は、戦前から社会･産業基盤づくりに貢献してきた。今後、企業と社会の新しい関係を構築するにあたって、この伝統を発展させることが重要である。
◆新たな経営理念
・　企業は経営理念に基づいて行動するものであるが、大半の企業が成文化して方向を明らかにしている。しかし、中小企業や大阪系企業の制定割合はやや低い。
・　内容は、安価良質商品の供給や信用を第一としている。大阪系企業では、実務重視の傾向がみられる。
・　近年制定されたり、改定された経営理念では、社会性を重視した項目が取り入れられるなど、内容が変化している。
◆新たな企業活動の芽ばえ
・　新たな経営理念に基づく企業活動は、従業員向け、消費者・顧客向け、取引先向け、社会向けでそれぞれ内容が異なっているが、従業員向けを中心に、その芽ばえがみられる。
　中小企業や大阪系企業での実施割合は、いずれもやや低い。
・　従業員向けでは、時短や就労環境の整備など、労働条件に関連した活動の実施割合が高い。
　消費者・顧客向けの活動では、安全で扱いやすい商品・サービスなどの商品開発が中心である。
　取引先向けでは、公正取引や取引先の業務改善への配慮など、取引に関連した活動が主体である。
　社会向けの活動では、環境保全活動や省資源商品の開発など、環境・資源関連が中心である。
・　活動への取り組み体制は、関係部署の連携による対応が多く、外部機関･企業の利用は少ない。
・　社会向けの活動では財団・信託等への出資がみられる。
　実施方法は、３社に２社が資金援助を行っており、それと人的援助などもうひとつの方法を併用している企業が多い。
･　活動を実施するうえで、費用負担が最大の問題点になっている。中小企業では、人材・人手不足や組織体制の不備も問題である。
・　活動の実施状況と企業収益との関係は、現実には企業収益によって影響を受けている。逆に、活動が収益に寄与する面がある。
・　活動の成果は、従業員向けの活動では社内を活性化させ、消費者・顧客向けと取引先向けは本業に寄与し、社会向けは企業イメージを向上させるなど、活動対象によって異なっている。
・　地域の社会･文化基盤が、企業イメージや求人活動の面で企業活動に影響を与えるとする企業が相対的に多い。
　その際、社会基盤と文化基盤の両方が効いてくると考えており、地域の社会･文化基盤の向上に向けた企業活動の果たす役割は大きい。
・　今後の方針は、中小企業、大企業とも従業員向けの活動に意欲的である。そのほかの活動も着実に前進する見込みである。
・　課題としては、取引先の活動への協力や支援、中小企業経営者の姿勢の積極化、地域づくりへの企業の協力、社会向けの活動における資金援助以外の方法の充実、さらには大阪系企業の積極的な取り組みも要請される。
◆財団を通じた企業活動
・　近年、企業が社会向けの活動を継続的かつ専門的に実施する方法として、企業財団や公益信託の利用が増加しつつある。
・　企業が財団を設立する理由は、企業活動の一環としての社会貢献活動の方針が明確化すること、企業業績に左右されずに安定した活動が行えることにある。
　設立財団が、設立の母体となった企業（母体企業）に与えるメリットは、企業イメージの向上や従業員の社会的・文化的意識の向上など、間接的なものが多い。
・　財団活動の社会的役割としては、民間企業や公共部門の活動の補完的役割を果たしていると位置付けられる。
　産業活動に果たす役割としては、東京･大阪以外の地方の財団を中心に、産業活性化に寄与しているとの認識が強い。
・　企業財団は活動を実施するに際して、母体企業から人的･資金的支援や施設の提供など、様々な支援を受けている。
　母体企業以外の企業でも、資金援助を中心に支援しているケースが少なくない。
・　財団運営にとって、資金面が最大の問題である。知名度が低いことやノウハウ・情報の不足も指摘されている。
・　財団を通じた企業の活動をさらに活発化するために、財団職員の育成、一般市民に対する普及活動、情報収集・交流などが重要である。
　企業は、コミュニティ財団や公益信託を活用することにより、比較的小規模の資産で活動を行うことが可能であり、有効利用が望まれる。
◆大阪経済・産業の持続的な発展のために
・　いま、大阪経済は、長引く景気低迷を克服し、中小企業および地域経済の持続的な発展を図っていくことが緊要である。そのため、新たな視点から経営戦略の再構築を図ることが重要である。
・　つまり、時代の変化を先取りし、大阪経済はこれに適合した産業構造へと転換を図っていくとともに、企業の経営戦略も、そのような方向に沿い、再構築を図る必要がある。
・　まず、企業の社会の一構成員であるという、いわゆる企業市民意識を醸成する必要がある。
・　企業活動の面では、企業の労働環境の整備を進める、企業の製品開発、生産、販売活動にしても、生活者の視点を重視したものに変えていくといった企業活動を増進することが重要である。
・　社会との調和ある発展をめざすという視点も重要である。工場や商店の地域との共生を促進する、企業が直接行うほか企業財団や公益信託の利用を通じた企業の社会貢献活動を促進する、国際社会に貢献するなどが求められており、それぞれを支援する機能の拡充・強化が必要である。
・　大阪は、このような活動を全国に先んじて展開していくことが重要であり、そのための支援機能の集積を図るとともに、全国の新たな企業活動を推進する中小企業および企業財団のネットワークづくりへと進めていくことが重要である。

